




































歳以上の高齢者数は、 2005 年時点の 2576 万 人（ 20.2％） から、 2030 年には 3667 万 人（ 31.8％）
に増加し、そのうち、一人暮らしの高齢者（施設入所者を除く）は 387 万人から 717 万人に
増加するなど、高齢者の同居家族についても大きく変容していくことが見込まれている。 
一方、これらの高齢者の生活の主柱となる公的年金制度については、1960 年代から 70 年代に
かけて大きく発展し、2008 年 3 月末における加入者総数は 7007 万人、老齢基礎年金等の受給

































2.  高齢者の同居家族、年金額及び等価所得分布の将来見通し 
 
























のモデルのシミュレーション・サイクルは、 に示すとおりである。各ライフイベントは 1 年












                                         
1 モデル（バージョン 3.2）の詳細は、稲垣（2010）を参照のこと。なお、本稿では、年金額の推定ロジックを
一部修正（バージョン 3.3）した。 






  また、公的年金制度については、以下の前提を置いている。 
①  初期値人口（2004 年）における年金受給者は、前年の公的年金による収入を年金額とみ
なす。ただし、公的年金受給者で年金収入がゼロの場合は、性別・年齢別の年金収入の分布
をもとにランダムに推定している。 
②  2005 年以降に新規裁定される者は、老齢基礎年金、老齢厚生年金及び遺族厚生年金のみ
を考慮し、遺族基礎年金、障害基礎年金及び障害厚生年金は考慮していない。また、共済年
金加入者は、厚生年金に加入しているものとして取り扱っている。 







⑥  老齢年金及び老齢厚生年金の新規裁定年金額は、性別に、35 歳時の加入区分別・就業状態








   
2.3.  高齢者の同居家族の将来見通し 
 
  表 4 は、高齢者の同居家族の将来見通しをみたものである。高齢者の同居家族については、一
人暮らしである単独世帯、夫婦のみの世帯、子ども夫婦と同居、配偶者のいない子と同居、その
他の一般世帯、老人ホームなどの施設入所者に区分している。ここで、施設入所については、基
                                         





  高齢化率は、2004 年の 19.6％から、2030 年には 31.8％、2050 年には 39.4％、2100 年に







2.4.  高齢者の年金額の見通し 
 
  表 5 は、高齢者の年金額分布の将来見通しをみたものである。2004 年では、50－74 万円に
ピークがあり、 低年金から高額の年金まで広範に分布している。 今後、 高齢化率の上昇に従って、
全体的に上昇していくが、低年金と高額の年金受給者の対人口比は低下し、50－249 万円の階層
が大きく上昇する。 
  将来における年金額分布のピークは、75－99 万円になると見込まれるが、これらは、主とし







2.5.  高齢者の等価所得の見通し 
 







  2004 年における高齢者の等価所得は、200 万円台をピークとするなだらかな山にはなってい6 
 
るが、低所得から高所得まで、広範に分布をしており、かなりの所得格差が存在していると考え
られる。しかしながら、今後は、50 万円未満の極めて低い所得の階層と 250 万円を超える高所





2.6.  貧困層の高齢者の将来見通し 
 
  表 7 は、等価所得が 100 万円未満の高齢者の将来見通しをみたものである。一般的に、貧困
層は、全国民の等価所得の中央値の 2 分の 1 以下の水準と定義されるが、このような相対的な水
準による定義は将来にわたって変動するため、貧困層の状況が分かりにくくなるという欠点を持
っている。そこで、ここでは、絶対的な水準として、満額の基礎年金（約 80 万円）のみの夫婦
の所得水準（等価所得 112 万円）よりも相当程度低い水準である 100 万円を貧困層の基準と考
えることとした。これは、生活保護基準よりもかなり低い水準であり、これらの者は、他に所得
を得るあてがなければ、生活保護に該当する可能性が高い。 
  この貧困層に分類される高齢者は、2004 年では 2.4％であるが、逐年上昇し、2050 年以降に










3.  年金制度改革案別のシミュレーション結果 
 
3.1.  評価対象とした年金制度改革案 
 









  まず、所得比例年金として、300 万円を上限として、現役時の平均所得の 50％を支給する。ま
た、現役時代の所得が低いために低年金になった者に対しては、最低保障年金 84 万円を支給す
る。ただし、最低保障年金は、所得比例年金額 50 万円までは全額支給するが、50 万円を超える
所得比例年金の受給者については 50 万円を 1 万円超えるごとに 7500 円ずつ減額し、162 万円
を超える受給者については、最低保障年金を支給しないものとする。 
  B 案は、現在社会保険方式となっている基礎年金を消費税による税方式に移行しようとするも
のである。具体的には、新制度導入後の国民年金保険料は廃止し、消費税を納付したことをもっ
て、保険料を納付したとみなし、現行の基礎年金の算定方式により年金額を決定しようとするも
のである。したがって、2015 年度で 20 歳以下の者については、加入しているすべての期間につ
いて新制度が適用され、日本に居住している限り満額の基礎年金を受給することができることと










  D 案は、稲垣（2009b）が提案している案をベースとしたものである。この改革案は、75 歳以







                                         







  このD案で問題となるのは、75 歳以上の基礎年金について過去の納付実績を考慮しないことか
ら、不公平感が生ずるのではないかという懸念である。図 2 は、1950 年代生まれについて、60
歳までの保険料納付見込額と 65 歳からの年金受給見込み額をプロットしたものである。斜めの
直線は、5 年間または 10 年間の年金受給で収支相等となるラインである。5 年間では、保険料納
付額が少ない者







3.2.  貧困高齢者の低減効果 
 
  表 8 は、年金制度改革案別に、貧困層の高齢者数・対人口比の将来見通しをみたものである。
現行制度では、この貧困高齢者の対人口比が 2100 年までに 5.5％まで上昇することに対して、
改革案はいずれもこれより低く、A 案では 1.9％、B 案及び C 案では 4.0％、D 案では 4.4％にな
るものと見込まれる。超長期的には A 案が最も低減効果が大きい。 
  しかしながら、 2030 年頃までの今後 20 年間の低減効果をみると、 C 案及び D 案についてはす
ぐに改革効果が現れるが、A 案及び B 案では改革効果がほとんどみられない。これは、移行措置
の違いによるもので、移行期間を必要としない D 案が最も効果的であり、次いで移行期間を短縮
した C 案が続くこととなる。20 年後の 2030 年時点においても、D 案の効果は最も大きく、現行
制度の 3.6％より 0.8 ポイント低い 2.8％となっているが、C 案は 3.1％、A 案は 3.4％、B 案は
3.5％にとどまっている。 
 
3.3.  総給付費及び追加財源の見通し 
 
  表 9 は、年金制度改革案別に、年金支給総額及び必要な追加財源の将来見通しをみたものであ
る。B 案、C 案及び D 案では、最も多い年度でも高々4 兆円であり、現在の年金支給総額の 1 割
                                         
6 第 2 号被保険者の保険料は所得比例であるため、所得水準の低い者が該当する。 
7 国民年金の第 1 号被保険者を考えると、現時点の保険料は月額 15,100 円であり、仮にこれを 40 年間納付する




にも満たない水準である。一方、A 案では、2060 年以降、毎年 10 兆円を超える追加財源が必要
となることが見込まれる。 
新制度がおおむね定着する 2050 年の追加財源額をみると、A 案が 9.8 兆円であることに対し
て、B 案は 2.3 兆円、C 案は 4.3 兆円、D 案は 2.9 兆円と見込まれる。また、新制度が完全に定
着する 2100 年では、A 案が 10.0 兆円であることに対して、B 案及び C 案は 2.3 兆円、D 案は




3.4.  年金制度改革案の評価 
 
4 つの年金制度改革案について、その貧困高齢者の低減効果と追加財源額の比較を行った。こ
れを 2030 年頃までの中長期的な効果と 2050 年以降の超長期的な効果についてみてみると以下
のとおりとなる。 
まず、2030 年頃までをみると、A 案及び B 案は、貧困高齢者の低減効果はほとんどみられな
い。これは、新制度の移行に長期間を要するからであり、仮に、低年金・低所得の高齢者対策と
して年金制度改革を行うのであれば、全く不十分であり、何らかの別の制度的な対応が必須であ
る。これに対して、移行期間を短縮した C 案、直ちに新制度へ移行する D 案では貧困高齢者の低
便効果が大きく、とりわけターゲットを絞った D 案の改革効果は大きい。 
次に、超長期的な貧困高齢者の低減効果をみると、A 案は非常に大きく、B 案、C 案及び D 案
は、A 案に比べてかなり劣ることとなる。しかしながら、A 案は、巨額の追加財源が必要であり、






















  基礎年金を税方式に移行する制度改革案については、2015 年度から移行を開始する B 案と消
費税が導入された 1989 年度からの納付実績を加味して、移行期間を短縮する C 案の 2 案につい
て比較を行った。B 案は合理的ではあるが、新制度への移行に長期間を要するため、A 案と同様
に、2030 年頃までは貧困高齢者の低減効果がほとんどないことが明らかになった。また、C 案は
移行期間を短縮する案であり、 一つの有力な制度改革案であることを指摘した。 ただし、 併せて、
厚生年金へのパート適用なども組み合わせることが望ましい。 
  基礎年金を 75 歳以上と 75 歳未満に区分し、前者を税方式（クローバックあり） 、後者を国庫
負担なしの社会保険方式とする D 案は、移行期間を設ける必要がなく、2015 年度から直ちに移
行しても不公平感は許容範囲であることを示した。また、D 案による年金制度改革を行った場合
には、追加財源が最小限に抑えられるとともに、とりわけ 2030 年頃までは、貧困高齢者の低減
効果が大きいことが明らかになった。 ただし、 超長期的には、 現行制度よりは大きく改善するが、
他の 3 案と比べてその低減効果が小さいことから、厚生年金へのパート適用や 75 歳未満の高齢
者への対応として、私的年金等の支援が重要であることを指摘した。 
  我が国は、他の欧米諸国に例をみない超高齢社会が間近に迫っている。2050 年には高齢化率
が 4 割になると見込まれるが、これらの高齢者全員を公的年金丸抱えで支援することは、おそら
く現実的ではないであろう。たとえば、公的年金の対象を 75 歳以上に限定し、75 歳未満は私的
年金等による準備を促すような仕組みが必要ではないだろうか。その場合、現行制度からの移行
措置として D 案を採用し、国庫負担なしの社会保険方式に変更した 75 歳未満の基礎年金を民営
化していくことなどが考えられる。年金制度改革については、公私の役割分担の再編の議論を含
め、定量的なエビデンスに基づいた検討が重要である。 
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表 2  性別・35 歳時の加入種別・就業状態別  基礎年金額（新規裁定） 
 
パート等 自営業主 非就業 パート等 自営業主 非就業
5 % 0 0 0 622,400 579,200 0 0 0 518,200 579,200
10 % 0 369,368 0 676,600 607,300 0 336,476 0 607,300 607,300
15 % 321,622 465,400 0 691,437 633,100 293,238 481,861 0 655,400 633,100
20 % 411,149 579,500 0 699,700 656,800 347,286 642,800 0 674,100 656,800
25 % 469,484 617,200 285,811 706,300 668,300 481,861 679,900 271,619 709,600 668,300
30 % 579,500 641,600 330,574 711,200 679,900 646,300 700,800 298,643 716,200 679,900
35 % 630,380 670,000 375,338 717,800 688,100 683,200 724,400 325,667 727,700 688,100
40 % 653,500 699,700 420,101 722,800 703,000 710,900 729,400 352,690 732,700 703,000
45 % 681,500 704,600 469,484 726,800 711,200 726,100 736,000 511,565 740,900 711,200
50 % 704,400 706,300 617,200 731,000 721,100 736,000 742,600 679,900 745,900 721,100
55 % 706,300 729,392 653,500 736,500 729,400 742,600 749,200 710,900 749,200 729,400
60 % 722,800 739,300 699,700 740,900 734,300 746,300 759,096 729,400 759,100 734,300
65 % 739,300 745,900 706,300 745,900 740,900 759,400 773,900 740,900 765,700 740,900
70 % 747,500 747,500 729,392 749,200 749,200 773,900 773,900 749,200 772,300 749,200
75 % 767,300 773,900 744,200 755,800 760,700 777,200 782,200 767,300 777,200 760,700
80 % 785,500 790,500 747,500 777,200 769,000 785,500 786,600 773,900 782,200 769,000
85 % 790,500 800,000 785,500 788,800 780,500 790,500 790,500 785,500 785,500 780,500
90 % 800,000 800,000 800,000 800,000 787,100 800,000 800,000 790,500 787,100 787,100










   14 
 
表 3  性別・35 歳時の加入種別・就業状態別  厚生年金額（新規裁定） 
 
パート等 自営業主 非就業 パート等 自営業主 非就業
5 % 0 0 0 465,999 0 0 0 0 111,711 0
10 % 0 0 0 573,891 0 0 0 0 210,746 0
15 % 0 0 0 651,064 0 0 0 0 257,072 0
20 % 0 0 0 730,177 0 0 0 0 288,877 0
25 % 0 0 0 813,410 0 0 0 0 340,234 0
30 % 0 0 0 901,799 0 0 0 0 370,455 0
35 % 0 0 0 964,054 0 0 0 0 393,547 0
40 % 0 0 0 1,031,812 0 0 0 0 430,669 0
45 % 0 0 0 1,087,623 0 0 0 0 447,508 0
50 % 0 0 0 1,159,975 0 0 0 0 486,099 0
55 % 0 0 0 1,221,219 0 8,876 8,876 8,876 542,538 0
60 % 0 0 0 1,262,539 29,863 42,481 42,481 42,481 590,732 29,863
65 % 32,900 32,900 32,900 1,314,351 50,168 54,329 54,329 54,329 649,125 50,168
70 % 96,231 96,231 96,231 1,379,047 62,687 77,080 77,080 77,080 708,744 62,687
75 % 163,272 163,272 163,272 1,440,428 77,249 116,003 116,003 116,003 719,228 77,249
80 % 217,007 217,007 217,007 1,491,353 92,787 133,415 133,415 133,415 775,345 92,787
85 % 384,039 384,039 384,039 1,524,993 113,053 178,623 178,623 178,623 826,955 113,053
90 % 554,968 554,968 554,968 1,586,536 155,527 275,749 275,749 275,749 1,009,549 155,527
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表  4  高齢者の同居家族別  高齢者数・対人口比の将来見通し 
 
総　　数 単独世帯 夫婦のみ 子ども夫婦 無配偶の子 その他  施設世帯
2004 25,033 3,746 8,087 5,869 5,177 942 1,212
2015 33,810 6,061 10,868 4,931 8,333 1,636 1,981
2030 36,942 8,144 9,496 4,231 10,071 2,173 2,827
2050 37,843 10,050 9,024 3,274 8,913 3,331 3,251
2100 19,735 6,335 4,498 1,415 3,930 1,575 1,981
総　　数 単独世帯 夫婦のみ 子ども夫婦 無配偶の子 その他  施設世帯
2004 19.6 %  2.9 %  6.3 %  4.6 %  4.1 %  0.7 %  0.9 % 
2015 26.8 %  4.8 %  8.6 %  3.9 %  6.6 %  1.3 %  1.6 % 
2030 31.8 %  7.0 %  8.2 %  3.6 %  8.7 %  1.9 %  2.4 % 
2050 39.4 %  10.5 %  9.4 %  3.4 %  9.3 %  3.5 %  3.4 % 
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表  5  年金額階級（万円）別  高齢者数・対人口比の将来見通し 
 
2004 2015 2030 2050 2100 2004 2015 2030 2050 2100
総数 25,033 33,810 36,942 37,843 19,735 19.6 %  26.8 %  31.8 %  39.4 %  41.0 % 
  0－24   1,371 1,313 841 903 441 1.1 %  1.0 %  0.7 %  0.9 %  0.9 % 
 25－49   3,344 2,486 1,353 1,344 660 2.6 %  2.0 %  1.2 %  1.4 %  1.4 % 
 50－74   3,764 5,266 5,686 5,047 2,385 2.9 %  4.2 %  4.9 %  5.3 %  5.0 % 
 75－99   3,627 5,565 6,521 6,905 3,328 2.8 %  4.4 %  5.6 %  7.2 %  6.9 % 
100－124 2,550 3,318 3,781 4,175 2,522 2.0 %  2.6 %  3.3 %  4.3 %  5.2 % 
125－149 1,713 2,808 3,821 4,310 2,686 1.3 %  2.2 %  3.3 %  4.5 %  5.6 % 
150－174 1,483 2,609 3,892 4,662 2,386 1.2 %  2.1 %  3.4 %  4.9 %  5.0 % 
175－199 1,297 2,696 4,185 4,864 2,447 1.0 %  2.1 %  3.6 %  5.1 %  5.1 % 
200－224 1,233 2,801 3,948 3,901 1,743 1.0 %  2.2 %  3.4 %  4.1 %  3.6 % 
225－249 1,020 1,859 1,842 1,587 1,044 0.8 %  1.5 %  1.6 %  1.7 %  2.2 % 
250－274 917 993 490 125 92 0.7 %  0.8 %  0.4 %  0.1 %  0.2 % 
275－299 784 709 227 6 0 0.6 %  0.6 %  0.2 %  0.0 %  0.0 % 
300－324 854 662 174 6 0 0.7 %  0.5 %  0.1 %  0.0 %  0.0 % 
325－349 473 312 69 3 0 0.4 %  0.2 %  0.1 %  0.0 %  0.0 % 
350－374 293 184 44 2 0 0.2 %  0.1 %  0.0 %  0.0 %  0.0 % 
375－399 113 73 22 2 0 0.1 %  0.1 %  0.0 %  0.0 %  0.0 % 
400－424 71 45 12 0 0 0.1 %  0.0 %  0.0 %  0.0 %  0.0 % 
425－449 31 32 11 1 0 0.0 %  0.0 %  0.0 %  0.0 %  0.0 % 
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表  6  等価所得額階級（万円）別  高齢者数・対人口比の将来見通し 
 
2004 2015 2030 2050 2100 2004 2015 2030 2050 2100
総数 25,033 33,810 36,942 37,843 19,735 19.6 %  26.8 %  31.8 %  39.4 %  41.0 % 
  0－24   363 348 279 336 187 0.3 %  0.3 %  0.2 %  0.4 %  0.4 % 
 25－49   614 586 489 541 304 0.5 %  0.5 %  0.4 %  0.6 %  0.6 % 
 50－74   941 1,162 1,401 1,419 765 0.7 %  0.9 %  1.2 %  1.5 %  1.6 % 
 75－99   1,209 1,591 1,985 2,356 1,370 0.9 %  1.3 %  1.7 %  2.5 %  2.8 % 
100－124 1,250 1,634 2,035 2,459 1,529 1.0 %  1.3 %  1.8 %  2.6 %  3.2 % 
125－149 1,340 1,863 2,408 2,834 1,804 1.0 %  1.5 %  2.1 %  2.9 %  3.7 % 
150－174 1,341 2,093 2,886 3,403 1,912 1.0 %  1.7 %  2.5 %  3.5 %  4.0 % 
175－199 1,457 2,321 3,324 3,849 2,068 1.1 %  1.8 %  2.9 %  4.0 %  4.3 % 
200－224 1,598 2,485 3,289 3,408 1,717 1.3 %  2.0 %  2.8 %  3.5 %  3.6 % 
225－249 1,679 2,239 2,096 1,978 1,145 1.3 %  1.8 %  1.8 %  2.1 %  2.4 % 
250－274 1,556 1,941 1,627 1,454 684 1.2 %  1.5 %  1.4 %  1.5 %  1.4 % 
275－299 1,514 1,746 1,356 1,185 547 1.2 %  1.4 %  1.2 %  1.2 %  1.1 % 
300－324 1,237 1,404 1,135 1,030 463 1.0 %  1.1 %  1.0 %  1.1 %  1.0 % 
325－349 959 1,178 1,022 949 423 0.8 %  0.9 %  0.9 %  1.0 %  0.9 % 
350－374 852 1,108 955 899 401 0.7 %  0.9 %  0.8 %  0.9 %  0.8 % 
375－399 896 966 890 847 371 0.7 %  0.8 %  0.8 %  0.9 %  0.8 % 
400－424 702 937 872 805 351 0.5 %  0.7 %  0.8 %  0.8 %  0.7 % 
425－449 621 855 799 737 316 0.5 %  0.7 %  0.7 %  0.8 %  0.7 % 
450－474 563 770 765 684 294 0.4 %  0.6 %  0.7 %  0.7 %  0.6 % 
475－499 573 744 710 653 280 0.4 %  0.6 %  0.6 %  0.7 %  0.6 % 
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表  7  高齢者の同居家族別  等価所得 100 万円未満の高齢者数・対人口比の将来見通し 
 
総　　数 単独世帯 夫婦のみ 子ども夫婦 無配偶の子 その他  施設世帯
2004 3,127 1,348 727 94 347 74 537
2015 3,688 1,742 761 61 274 74 776
2030 4,154 2,172 582 47 331 91 931
2050 4,652 2,755 507 33 275 107 975
2100 2,626 1,639 223 17 124 48 576
総　　数 単独世帯 夫婦のみ 子ども夫婦 無配偶の子 その他  施設世帯
2004 2.4 %  1.1 %  0.6 %  0.1 %  0.3 %  0.1 %  0.4 % 
2015 2.9 %  1.4 %  0.6 %  0.0 %  0.2 %  0.1 %  0.6 % 
2030 3.6 %  1.9 %  0.5 %  0.0 %  0.3 %  0.1 %  0.8 % 
2050 4.8 %  2.9 %  0.5 %  0.0 %  0.3 %  0.1 %  1.0 % 
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表  8  年金制度改革案別  等価所得 100 万円未満の高齢者数・対人口比の将来見通し 
 
現行制度 A 案 B 案 C 案 D 案 現行制度 A 案 B 案 C 案 D 案
2004 3,127 3,127 3,127 3,127 3,127 2.4 %  2.4 %  2.4 %  2.4 %  2.4 % 
2010 3,368 3,368 3,368 3,368 3,368 2.6 %  2.6 %  2.6 %  2.6 %  2.6 % 
2015 3,688 3,688 3,688 3,289 2,879 2.9 %  2.9 %  2.9 %  2.6 %  2.3 % 
2020 3,898 3,896 3,897 3,489 2,904 3.2 %  3.2 %  3.2 %  2.8 %  2.4 % 
2025 4,054 4,009 4,040 3,586 3,090 3.4 %  3.3 %  3.4 %  3.0 %  2.6 % 
2030 4,154 3,989 4,105 3,593 3,281 3.6 %  3.4 %  3.5 %  3.1 %  2.8 % 
2035 4,273 3,839 4,160 3,567 3,470 3.8 %  3.4 %  3.7 %  3.2 %  3.1 % 
2040 4,435 3,582 4,204 3,538 3,677 4.2 %  3.4 %  3.9 %  3.3 %  3.4 % 
2045 4,543 3,237 4,192 3,495 3,752 4.5 %  3.2 %  4.1 %  3.4 %  3.7 % 
2050 4,652 2,892 4,171 3,499 3,762 4.8 %  3.0 %  4.3 %  3.6 %  3.9 % 
2055 4,703 2,561 4,087 3,501 3,782 5.2 %  2.8 %  4.5 %  3.9 %  4.2 % 
2060 4,613 2,230 3,886 3,431 3,706 5.4 %  2.6 %  4.5 %  4.0 %  4.3 % 
2065 4,399 1,910 3,579 3,271 3,544 5.5 %  2.4 %  4.5 %  4.1 %  4.4 % 
2070 4,120 1,650 3,244 3,055 3,321 5.5 %  2.2 %  4.4 %  4.1 %  4.5 % 
2075 3,828 1,442 2,927 2,826 3,073 5.5 %  2.1 %  4.2 %  4.1 %  4.5 % 
2080 3,570 1,294 2,676 2,630 2,856 5.6 %  2.0 %  4.2 %  4.1 %  4.5 % 
2085 3,317 1,181 2,461 2,444 2,647 5.6 %  2.0 %  4.1 %  4.1 %  4.4 % 
2090 3,077 1,085 2,274 2,270 2,453 5.5 %  2.0 %  4.1 %  4.1 %  4.4 % 
2095 2,845 999 2,101 2,101 2,272 5.5 %  1.9 %  4.1 %  4.1 %  4.4 % 
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表  9  年金制度改革案別  年金支給総額・追加財源額（兆円） 
 
現行制度 A 案 B 案 C 案 D 案 A 案 B 案 C 案 D 案
2004 40.8 40.8 40.8 40.8 40.8 0.0 0.0 0.0 0.0
2010 45.3 45.3 45.3 45.3 45.3 0.0 0.0 0.0 0.0
2015 49.4 49.4 49.4 51.1 52.4 0.0 0.0 1.7 3.0
2020 50.8 50.8 50.8 52.5 54.1 0.0 0.0 1.7 3.3
2025 50.2 50.6 50.3 52.1 53.3 0.4 0.1 2.0 3.2
2030 50.0 51.2 50.3 52.4 52.9 1.3 0.3 2.4 3.0
2035 50.3 52.8 50.8 53.2 53.0 2.5 0.6 3.0 2.8
2040 51.3 55.7 52.3 54.9 53.9 4.4 1.0 3.6 2.6
2045 50.8 57.2 52.3 54.9 53.5 6.3 1.5 4.0 2.7
2050 49.7 57.8 51.6 54.0 52.6 8.1 1.9 4.3 2.9
2055 48.3 58.2 50.6 52.6 51.2 9.8 2.3 4.3 2.9
2060 46.1 57.3 48.7 50.2 48.9 11.2 2.6 4.2 2.8
2065 43.9 56.2 46.8 47.8 46.5 12.4 2.9 4.0 2.7
2070 41.2 54.1 44.2 44.9 43.6 13.0 3.1 3.7 2.4
2075 38.6 51.8 41.7 42.1 40.9 13.2 3.1 3.5 2.3
2080 35.9 48.8 38.9 39.1 38.0 12.9 3.0 3.2 2.1
2085 33.1 45.5 36.0 36.1 35.1 12.3 2.9 3.0 2.0
2090 30.6 42.1 33.3 33.3 32.4 11.6 2.7 2.7 1.9
2095 28.3 39.0 30.8 30.8 30.0 10.8 2.5 2.5 1.7





















図  1  シミュレーション・サイクル 22 
 
図  2  保険料納付見込額と年金受給見込額 
 
 
（出所） 「ねんきん定期便の加入記録等に関するインターネット調査」から筆者作成。 